
１．本研究の概要

重度の身体障害・知的障害を合併し，医療的ケアが定常
的に必要な重症心身障害児（以下，重症児）とその家族が，
安心・安全に学校や地域での生活を送るためには，保健医
療福祉領域の専門職だけではなく，専門的知識・技能を有
する特別支援学校教員が必要不可欠である（下川，2012；
下川，2007）。特に，医療的ケアについては教育現場でも
知識・技能が不足しており，子ども・保護者，担当教員，
学校看護師，養護教諭等にとって大きな負担となってい
る。
著者らは，平成25年度より愛媛大学教育改革促進事業（愛
大 GP）の助成を受け，重症児の学校・地域での生活を支
援するために，医療的ケアの専門的知識・技能を有する教
員を養成するプログラム（授業・演習等）の開発を進めて
きた。本稿では，主に平成25年度の取り組みについて報告
する。

２．背景・現状

文部科学省の報告によると，平成25年5月現在，全国の
公立特別支援学校において，日常的に医療的ケアが必要な

幼児児童生徒は7，842名であり，全在籍者に対する割合は
6．1％である。そのうち，愛媛県内の特別支援学校には，
痰吸引等の医療的ケアを必要とする児童生徒が73人在籍し
ている（文部科学省，2014）。痰吸引や経管栄養は「医行
為」と整理されており，医師又は看護師等の免許を持たな
い者が反復継続する意図を持って行うことは法律上禁止さ
れてきた。一方で，前述のように，医療技術の進歩・在宅
医療の普及等を背景に，特別支援学校にも医療的ケアを必
要とする児童生徒が通学するケースが増加している。
このような状況に対して，文部科学省は，厚生労働省と
各都道府県教育委員会の協力を得て，平成10年度から調査
研究及びモデル事業を実施し，当時の盲・聾・養護学校に
おける医療ニーズの高い児童生徒等に対する教育・医療提
供体制のあり方を探ってきた。
加えて，平成16年には，厚生労働省の「在宅及び養護学
校における日常的な医療の医学的・法律学的整理に関する
研究（平成16年度厚生労働科学研究費補助事業）」におい
て検討・整理が行われ，「盲・聾・養護学校におけるたん
の吸引等の取扱いについて」（平成16年10月20日医政発第
1020008号厚生労働省医政局長通知）が発出された。当該
通知によって，看護師が常駐すること，必要な研修を受け
ること等を条件とした上で，実質的違法性阻却の考え方に
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基づいて特別支援学校の教員が喀痰吸引等の医療的ケアを
担うことは「やむを得ない」とする考え方が示された。こ
れ以後，特別支援学校では，看護師を中心としつつ，教員
と看護師の連携による実施体制の整備が急速に進んでき
た。更に，平成24年4月より「社会福祉士および介護福祉
士法」の一部が改正され，特別支援学校教員も「認定特定
行為業務従事者」として医療的ケア（特定行為：実施でき
る行為）を行うことが正式に認められた（文部科学
省，2011）。
これらの背景・法整備に基づき各自治体での対応が進め
られる中，医療的ケアを要する児童生徒を担当する教員の
資質向上は急務である。このことは，現職教員の医療的ケ
アに関わる知識・技能の向上が必要であることに加えて，
これから教員になろうとする大学生等にとっても大きな課
題といえる。適切な医療的ケアを行うためには高度な専門
性が必要であるが，特別支援教育教員養成カリキュラムに
おいて，医学・看護学的知識・技能に関する授業は必修科
目・選択必修科目として位置づけられていない。これまで
実施されてきた医療的ケアに関する研修は現職教員の専門
性向上を目指すものであり，教員養成課程におけるカリ
キュラム開発が求められる。全国的にも，養護教諭養成カ
リキュラムにおいては医療的ケアに関わる授業（「救急対
応」等）も実施されているが，特別支援教育教員養成カリ
キュラムとしては体系的に設定・実施されていないため，
特別支援教育教員養成課程の学生は，特別支援学校の教員
になった後も，医療的ケアに貢献するまでには数年を要す
るのが現状である。
上記の危機的状況に対し，教員養成課程を有する大学と
して愛媛大学も社会的に貢献することが求められる。ま
た，教員養成課程において卒業後に職務を全うできる知
識・技能を有した人材（大学生，大学院生）を輩出するこ
とは，教育学部としての喫緊の課題であるとともに，不可
避の責務でもある。上記の背景・現状を鑑み，著者らは，
平成25年度より愛媛大学教育改革促進事業（愛大 GP）の
助成を受け，重症児の学校・地域での生活を支援するため
に，医療的ケアの専門的知識・技能を有する教員を養成す
るプログラム（授業・演習等）の開発を進めてきた。当該
事業では，医療的ケア等の専門的知識・技能を有する教員
を養成するカリキュラム（授業・演習等）を開発し精緻化
することを目的とした。具体的には，本事業を通して，特
別支援学校（訪問教育含む）において，重症児への支援を
適切に行う知識・技能を有する教員を可能な限り多く輩出
することが目的であった。

３．プログラム内容

3．1．講義・演習の概要

本学教育学部特別支援教育教員養成課程においては，特
別支援学校の教員を目指す学部生を各学年約20人養成して
いる。加えて，本学大学院教育学研究科特別支援教育専攻
においては，愛媛県・広島県等から現職教員が毎年約6人
派遣されており，特別支援教育の専門性を高める研究・実
習を行っている。したがって，現場の特別支援学校教員が
医療的ケアを実施する際に受講が求められる「介護職員等
によるたんの吸引等（特定の者対象）の研修カリキュラム
（表1）」（全国訪問看護事業協会，2012）を基に，本学学
部生・大学院生を対象とした授業・演習内容を検討した。
例えば，特別支援教育教員養成課程の大学生，及び特別支
援教育コーディネーター専修の現職派遣の大学院生は，医
学的・看護学的基礎知識を習得していないため，生理学・
解剖学・病理学入門，公衆衛生学・疫学入門等を上記カリ
キュラム内容に追加する必要があった。本事業のプログラ
ムを表2に示す。
本事業については，愛媛大学教育学部特別支援教育講座
が主体となって実施した。教育学部特別支援教育講座は，
本事業の統括と，特別支援教育教員養成課程の大学生，特
別支援教育コーディネーター専修の大学院生の育成を担当
した。
医療的ケアに関する知識・技能を習得するためには，医
師・看護師による講義・演習が必要不可欠であった。その
ため，医学部看護学科教員や，本学城北キャンパスに隣接
し，重症児の主治医が在籍する松山赤十字病院等に協力を
依頼した。本プログラムの実施体制については，図1に示
す。
また医療的ケアを実施する技能を習得する上で，実際に
医療的ケアで用いられる医療機器類，及びシミュレーター
（図2）等を用いた演習が必要であった。そのため，呼吸
ケアの医療機器，パルスオキシメーター，吸引器，イルリ
ガートル等を教材・教具として整備した。
表1のカリキュラムに相当する医療的ケアに関わる講
義・演習については，愛媛県教職員に対する研修と連携す
ることを模索し，開講時期等について検討したが，最終的
には，愛媛県教職員に対する研修とは別に開催することと
なり，平成26年2月に愛媛大学教員免許状認定公開講座と
同時開催した（全履修者数21名）。

3．2．見学実習

受講対象者は，特別支援学校等における医療的ケアやコ
ミュニケーション支援の全国的な動向・現状をほとんど知
らないことから，専門的授業を行う前に，東京都立城南特
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別支援学校と光明特別支援学校の視察を行った（Ｈ25年9
月，受講生19名，引率教員2名参加）。
本プログラム開発を計画した平成24年度時点では，愛媛

県においては教職員が医療的ケアを担当する体制が整備さ
れておらず，看護師が配置されている1校において，看護
師のみが医療的ケアを担当していた。一方で，東京都は，
特別支援学校に配置された常勤・非常勤看護師が中心とな
りながら，教職員も医療的ケアに対応する取り組みを長年

実施してきた。そこで，東京都立特別支援学校における医
療的ケアの実施状況等を見学する実習を実施した。
日 程：平成25年9月27日㈮～28日㈯
見 学 校：東京都立城南特別支援学校，光明特別支援学校
見学内容：東京都立城南特別支援学校においては，東京都
における医療的ケアの現状として，①胃ろう，気管切開，
人工呼吸器の子どもたちの様子，②形態食（初期食，中期
食，後期食）の実際，③医療的ケアの実施体制等を見学し

科目 中項目 時間数

重度障害児・者等の地域生活
等に関する講義

・障害者自立支援法と関係法規
・利用可能な制度
・重度障害児・者等の地域生活 等

2

喀痰吸引等を必要とする重度
障害児・者等の障害及び支援
に関する講義
緊急時の対応及び危険防止に
関する講義

・呼吸について
・呼吸異常児の症状，緊急時対応
・人工呼吸器について
・人工呼吸器に係る緊急時対応
・喀痰吸引概説
・口腔内・鼻腔内・気管カニューレの内部の吸引
・喀痰吸引のリスク，中止要件，緊急時対応
・喀痰吸引の手順，留意点 等

3

・健康状態の把握
・食と排泄（消化）について
・経管栄養概説
・胃ろう（腸ろう）と経鼻経管栄養
・経管栄養のリスク，中止要件，緊急時対応
・経管栄養の手順，留意点 等

3

喀痰吸引等に関する演習

・喀痰吸引（口腔内）
・喀痰吸引（鼻腔内）
・喀痰吸引（気管カニューレ内部）
・経管栄養（胃ろう・腸ろう）
・経管栄養（経鼻）

1

科目 中項目 時間数

重度障害児・者等の地域生活等に関する講義

・障害者自立支援法と関係法規（公衆衛生学入門含む）
・利用可能な制度（公衆衛生学入門含む）
・重度障害児・者等の地域生活
・グループ討論（教員が重度障害児の健康問題に関わること
の教育的意義について） 等

3

喀痰吸引等を必要とする重度障害児・者等の
障害及び支援に関する講義
緊急時の対応及び危険防止に関する講義

・呼吸について（解剖学・生理学入門含む）
・呼吸異常児の症状，緊急時対応
・人工呼吸器について
・人工呼吸器に係る緊急時対応
・喀痰吸引概説（病理学入門含む）
・口腔内・鼻腔内・気管カニューレの内部の吸引
・喀痰吸引のリスク，中止要件，緊急時対応
・喀痰吸引の手順，留意点 等

4

・健康状態の把握（病理学入門含む）
・食と排泄（消化）について
・経管栄養概説（ビデオ教材）
・胃ろう（腸ろう）と経鼻経管栄養（ビデオ教材）
・経管栄養のリスク，中止要件，緊急時対応
・経管栄養の手順，留意点 等

3

喀痰吸引等に関する演習
（シミュレーターを用いた演習）

・喀痰吸引（口腔内）
・喀痰吸引（鼻腔内）
・喀痰吸引（気管カニューレ内部）
・経管栄養（胃ろう・腸ろう）
・経管栄養（経鼻）

2

表1．介護職員等によるたんの吸引等（特定の者対象）
の研修カリキュラム 表2．本事業の研修プログラム

図1．本プログラムの実施体制

重症心身障害児に適切に対応できる特別支援教育教員養成プログラムの開発
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た。東京都立光明特別支援学校においては，重症児へのコ
ミュニケーション支援について実践例の情報提供を受ける
とともに，コミュニケーション機器（眼球入力による意思
伝達装置MyTobii等）を体験した。
参加人数：当該実習に参加した学生・大学院生は以下の通
りであった。
①教育学部特別支援学校教員養成課程 発達障害コース4
回生 8名
②大学院教育学研究科・特別支援学校教育専修4名
③大学院教育学研究科・特別支援教育コーディネーター専
修7名（現職教員）

3．2．1．見学の成果
受講対象者である教育学部特別支援学校教員養成課程の
学部生，特別支援教育コーディネーター専修等の大学院生
（現職派遣教員含む）は，参加者が感じた衝撃と医療的ケ
ア等を担う使命感の向上は，視察後のレポート等に表れて
いた。本稿において全員のレポートと全文を掲載すること
は不可能であることから，各見学校での体験内容を網羅し
ているレポートを担当教員が選択し，以下に示す。
学部生1（特別支援教育教員養成課程）
教員が医療行為を実施する上で必要な条件は，①保護者
及び主治医の同意，②医療関係職種による的確な医学整
理，③医療行為の水準の確保，④学校における体制の整備，
⑤地域における体制整備である。関係者全員が責任をもつ
という考え方から，医療的ケアを学校で実施する場合，看
護師のみの実施であっても多くの段階（書類のやりとり等）
を踏まなければならない。東京都が出している医療的ケア
に関する書類を見せてもらったが，量が非常に多かった。
また，学校で医療的ケアを行う場合，保護者の同意が必要
だが，在籍している子どもの保護者の中には同意をしてい
ない方もいることから，学校や教員，保護者との信頼関係
づくりも非常に大切だ。
今回視察した都立城南特別支援学校では，教員2名によ
る給食時の胃ろうから注入の様子を観察することができ
た。子どもによって項目が異なっている細かなチェック項
目に従って2名の教員が丁寧に管理（ダブルチェック）を

行い，担当教員以外にチェック表には看護師・保護者のサ
インを記入するようになっていた。また，留置している管
の周囲がただれている場合，大抵は患部にガーゼを使用す
るが化粧パフを使用していた。教員や看護師の日々の工夫
を見ることができた。
学生2（特別支援教育教員養成課程）
都立城南特別支援学校は副籍制度の活動に力を入れてい
た。副籍制度とは，特別支援学校の学籍に加えて，地元の
学校の籍を取得することを目標としている。地元の学校と
直接・間接交流を行うことによって，地元の学校はその障
害をもつ子ども達に教材をつくってもらい，障害をもつ子
ども達に対しての理解を深めるための，共同及び交流学習
を行っていた。こうした活動は，障害に対する理解のみで
はなく，障害をもつ子ども達の社会性を身につける，友人
関係を築く，深めるために必要なことである。そうするこ
とで，障害をもつ子ども達が特別支援学校を卒業しても，
地域にその子ども達の理解者がいれば少しでも安心して生
活することができる。また，愛媛の肢体・病弱領域の特別
支援学校よりも城南特別支援学校は，障害の重度化，重複
化，多様化が進んでいると感じた。そのために，医療的ケ
アは非常に重要である。看護師が学校に2名常駐している
と話を聞いたが，その人数の看護師だけでは医療的ケアが
必要な児童生徒にきめ細やかなケアを行うことができな
い。教員同士が様々なケアを行う，ダブルチェックがなさ
れていた。お互いに項目を確認し安全の確保を目的とす
る。医療的ケアについては，保護者の承諾が必要であり，
研修が数多くあるなど子ども達の命を預かる教員にとっ
て，非常に責任の重い行為であると強く感じた。
現職教員1（特別支援教育コーディネーター専修）
医療的ケアについては，①校内に常駐している看護師や
介護福祉士の免許を持っている教員が行っている事，②特
に食事については誤嚥する事もあるので注意が必要である
事，③胃にチューブをつなげている児童生徒については，
必ず二人でチェックを行う事，④食事時だけでなく，姿勢
を変えた時やおむつを替えた時にも，必ず教師がチェック
し記録する事，等の説明を受けた後，各教室で実際の給食
時の様子を見学した。（中略）城南特別支援学校では，呼
吸時や食事時の少しの不注意が命の危険につながる中で学
校生活を送っている事に驚いた。先生方は，言葉が出にく
い児童生徒の仕草や表情から状況や感情を読み取り，冷静
に対応されていた。児童生徒本人も保護者の方も強い思い
で通学している事を感じた。保護者の方が数名いらした
が，表情が明るいのが印象的だった。
現職教員2（特別支援教育コーディネーター専修）
（1）法に則ったケアの在り方
当然だが，学校教育の中で行われていることであるか
ら，違法であってはならない。その中でまず，法律を知ら
なければならない，と強く感じた。知った上で，問題が明

図2．医療的ケア演習用シミュレーター
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確になり，解決策を具体的に考えることができる。
（2）研修制度について
研修道具を都で準備されており，その段階もしっかりと
整備されていた。愛媛県も今年度より研修が始まったよう
だが，どのような流れなのであろうか，気になった。初年
度ということもあり，担当者で動いているのであろうが，
特別支援学校で勤務する中で，今後，誰もが関わることで
あるため，全体への啓発も必要になってくると感じた。
（3）実際の場面を見て
私は，「注入は医療的ケア」という概念が根強かったた
め，「楽しい給食」でもあることを忘れてしまっていたよ
うに思う。教師に注入をしてもらい，仲間と一緒に給食の
時間を和やかに過ごす光景が印象的であった。愛媛県の特
別支援学校では，看護師の在中するケアルームでの注入時
間が多く，本を読んでもらったり，音楽を聞いたりして注
入することが多い。やはり，教室で仲間と過ごす給食の時
間は充実した学校生活の一部分であると改めて思った。

3．2．2．見学実習の振り返り
東京都では教員による医療的ケアを全国に先駆けて実施
しており，20余年に渡る経験の積み重ねから，重症児の健
康と教育をどのように作り上げてきたかを知ることができ
た。また，医療的ケア実施における人（養護教諭・看護師・保
護者等）との関わりの大切さを学ぶとともに，重症児のコ
ミュニケーション力の向上を図るには，適切な実態把握と
支援機器の適応が重要であることを事例から学ぶこともで
きた。見学実習を通して，学部生及び現職教員が（将来）重症
児教育に携わる時の心構えを培うことができたと考える。

４．学外関係者を含めた検討

当該事業の教育的意義，妥当性について教育現場のニー
ズを踏まえて議論するため，日本特殊教育学会第51回大会
において自主シンポジウムを開催した。自主シンポジウム
では，当該事業について説明するとともに，学外関係者か
ら教育現場における医療的ケアの教育的意義，現場の特別
支援学校教員が医療的ケアを実施するために必要な研修の
現状等について話題提供と指定討論，及び議論を行った。
自主シンポジウムの概要を以下に示す。
演題：自主シンポジウム73：特別支援学校教員養成課程に
おける医療的ケア実施のためのカリキュラム開発1：特別
支援学校における医療的ケア実施の到達点を踏まえて
企画：苅田知則，樫木暢子
司会：樫木暢子
話題提供：宮島伸行（東京都立町田の丘学園），大山衣絵
（東京都立光明特別支援学校），下川和洋（NPO法人地域
ケアさぽーと研究所），苅田知則
指定討論：猪狩恵美子（福岡教育大学）

特別支援学校教諭および養護教諭から，教員による医療
的ケア実施における専門性や多職種との連携について，ま
た，医療的ケアの実践と実施体制整備を研究してきた立場
から話題提供していただき，特別支援学校教員養成課程に
おける医療的ケア実施に関わるカリキュラム開発の可能性
について議論を行った。
苅田：愛媛大学では医療的ケアを必要とする児童生徒にも
適切に対応できる特別支援学校教員の養成プログラムを検
討しており，保健医療福祉領域の基礎知識や医療的ケアを
要する児童生徒との関わり方を考察させると共に，演習を
通して医療的ケアの手技を体験することをねらいとしてい
る。医療的ケアに関わる実践的な内容を含めることで，将
来，どの自治体で勤務することになるにしろ，重症児等の
担任となったときに十分に対応しうる知識を身につけるこ
とを目的にし，カリキュラム開発を行っていることを説明
した。
宮島：医療的ケアについては，校内外での研修ともに，⑴
健康面の見取り方や障害の状況等について，⑵実施にあ
たってのリスクや手技等の実技面についての研修が多い。
健康面・安全面については，研修を重ね万全を期さなけれ
ばならないが，医療的ケアを児童生徒の内面形成まで視野
に入れた教育に発展させる必要がある。学校で実施する以
上，教育課程の中に位置付け，健康・身体について児童・
生徒にどのように学ばせるのか教育上の目標を定め，養護
教諭，看護師とのチームアプローチを組織的に図る必要が
あること等を話題提供した。
大山：東京都特別支援教育推進計画第三次計画により，東
京都の特別支援教育は変化の時代を迎えている。複数障害
種併置校の増加や肢体不自由学校における学校介護職員の
導入がある。学校現場の実状に合わせ，養護教諭の役割も
変化している。特別支援学校の養護教諭は，養護教諭全体
の中では少数派であり，各学校独自の校内規定に付随して
学校保健運営も学校独自であることから，肢体不自由特別
支援学校では養護教諭としてのスタンダードが見出しにく
い現状があり，課題でもある。肢体不自由特別支援学校の
学校保健運営では，特に医療的ケアにおいて，教員や看護
師との連携が不可欠となる。
下川：長野県が構造改革特区に申請した「養護学校内の看
護師免許を有する養護教諭による比較的簡単な医行為の容
認」（2003年1月15日）が養護教諭関係者へ与えたインパ
クトについて触れた後，養護教諭養成課程を概説し，養護
教諭としての採用において，看護師免許や看護実務経験が
有利に働くことを，千葉県，長崎県，佐賀県を例に挙げて
話題提供を行った。加えて，現在の取り組みとして，女子
栄養大学栄養学部 保健栄養学科 保健養護専攻のカリキュ
ラム（医学を中心とする専門基礎科目群，4分野（教科分
野，教職分野を含む）から成る専門科目群）を紹介した。
猪狩：在宅医療推進と医療的ケアを必要とする対象者増の
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なかで，「介護福祉士等」の実施者拡大とそこでの教員実
施をどのように評価し，今後をどう展望していくのかが課
題となる。研修・管理・運営等を含めたシステム全体をみ
ていく必要がある。仮にある都道府県の大学を卒業した
後，学生がその都道府県に教員として採用されるとは限ら
ない。これまでの特別支援学校における医療的ケア実施を
めぐる議論と実践をふまえて，養成課程での学びと限界を
明らかにする必要がある。
本シンポジウムを通して，①教育現場においても，医療
的ケアに関する理解と基礎的な知識・技能を有した教員が
求められていること，②重症児が在籍する特別支援学校等
においては，学級を担当する教員が（自分が直接的に手技
を担当しない場合でも）医療的ケアの必要性・教育的意義
を理解していることが重症児に安全・安心な学校生活を提
供することにつながること，③自治体と協働して研修・管
理・運営等を含めたシステム全体を整備・再構築していく
必要があること等が示唆された。

今後の課題

本稿で報告した事業は，愛媛大学教育改革促進事業（愛
大 GP）の助成を受けて平成25～26年度の計画で実施し
た。初年度にあたる平成25年度は，プログラムの内容の検
討，実施体制の構築，東京都立特別支援学校の見学実習，
講義・演習プログラムの実施等が主たる取り組みとなっ
た。本事業の目標として，「評価にあたってルーブリック
評価を用い，全ての受講者が自らの到達度を自己評価・省
察できるようにする」ことを挙げているが，平成25年度に
ついては，「介護職員等によるたんの吸引等（特定の者対
象）の研修カリキュラム」における指導者評価票を基に案
を策定するに止まった。平成26年度においては，策定した
ルーブリック評価や前述した指導者評価票を適用する予定
である。
また，平成25年度の講義・演習プログラムは，各種調整
の結果，平成26年2月に開催した。ただ，2月は卒業論文，
修士論文の発表会等の開催時期と重なっており，部分的に
しか参加できない学部生・現職派遣の大学院生もいた。こ
の反省を踏まえて，平成26年度には，開催時期について関
係者と協議し，大学の夏期休業中にあたる9月に実施した
（平成26年度の取り組みは次報にて示す）。
最後に，平成25年度は，教育学部特別支援教育教員養成
課程の学部生，特別支援教育専攻の大学院生を主たる対象
として実施したが，本事業で取り扱う知識・技能は，教員・
養護教諭を目指す学部生・大学院生も習得していることが
望ましいものである。今後，自由選択科目の形で受講生の
対象を広げる，もしくは教職または教科に関する科目の一
つとして，教員を目指す学生が多く履修できる等，実施方
法について検討を進めたい。
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